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地方創生は、出生率の低下によって引き起こされる人口の減少に歯止めをかけると

ともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確

保して、将来にわたって活力ある日本社会を構築することを目的としている。 

 

国は、この目的に向かって、2014（平成 26）年 9 月、まち・ひと・しごと創生法（平

成 26 年法律第 136 号）を制定し、内閣に「まち・ひと・しごと創生本部」を設置した。 

同年 12 月には、2060（令和 42）年までの中長期的な展望を示した「まち・ひと・

しごと創生長期ビジョン」及び 5 箇年の目標や施策の基本的方向等をまとめた「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」(以下「総合戦略」という。）(2015 年度～2019 年

度)を策定した。 

また、人口減少に歯止めをかけるためには今後も継続した取組が必要であること

から、2019(令和元)年 12 月には、第 2 期総合戦略を閣議決定したところである。 

 

日光市では、こうした国の計画と歩調を合せ、2015(平成 27)年 10 月に「日光市

まち・ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という。）」(2015 年度～2019 年

度)を作成し、人口減少対策に取り組んできた。 

しかし、総合戦略が市の総合計画の個別計画的役割を担っていることから、次期総

合戦略を総合計画後期計画の期間に合わせるため、総合戦略の期間を 1 年延長し、

2020 年度までとした。 

    

このような中、新型コロナウイルス感染症がまん延し、地域経済に及ぼした影響は

甚大であり、2020 年度は、「感染症対策」と「社会経済活動」の両立に向けた施策を

実施してきた。２０２１年度も引き続き、これら施策を重点的に取り組む必要があるこ

とから、前期基本計画の計画期間を 1 年延長し、後期基本計画の期間を 2022（令和

4）年度からとした。 

これに伴い、総合戦略についても期間をさらに 1 年延長し、次期総合戦略の期間を

2022（令和 4）年度からとする。 

 

期間延長に伴う改訂にあたっては、テレワーク等の普及による地方移住への関心の

高まりや新たな税制の活用など、現状を踏まえた施策等を盛り込むこととする。 

 

 

 

 

 

 

改訂の趣旨・背景  
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１ 総合戦略の目的 

～人口減少と地域経済縮小の克服～ 

 

我が国の人口は、２００８（平成２０）年をピークに減少に転じており、国立社会保

障・人口問題研究所では、２０５０（令和 32 年）には９，７００万人、２１００（令和 82）

年には５，０００万人を割り込む推計がなされている。 

一方、日光市の人口は、１９９５（平成７）年以降、減少し続けており、人口ビジョン

では、２０４０（令和 22）年には約５万７千人、２０６０年（令和４２）には約３万５千人

に減少するとの推計を行った。 

出生数の減少に加えて、高校卒業にあわせて、進学・就職のため、市外への流出

する傾向が続き、一方で大学卒業、就職時に市内に戻る傾向が年々弱まっており、

若い世代の市外への流出が人口減少に拍車をかけている。 

 

人口減少、少子高齢化は、生産力の低下や購買層の減少による地域経済規模の

縮小、まちなかの活力低下を招いている。また、地域経済規模の縮小は、更なる人

口流出を生み出し、雇用の場の確保や生活基盤の維持が困難になる地域も現れて

きている。 

 

このように、少子高齢化を伴う人口減少が地域経済の規模縮小を招き、地域経済

の規模縮小が更なる人口減少を招くという負のスパイラルに陥ったままでは、高齢

化の進行による社会保障費への負担が増加する一方で、市税収入の減少が続き、

道路など都市基盤の維持管理や、災害対策など市民生活の維持にも悪影響を及ぼ

し、市の存続も危ぶまれる事態になる可能性がある。 

このため、市はもとより、民と官が一体となってこの課題に真剣に取り組んでい

く必要がある。 

 

    また、日光市のまちづくりの基本的指針であり、最上位計画である総合計画にお

いては、「人口減少対策～SUKIDESU（好きです）日光～」を重点施策として位置

づけ、施策を横断的に展開し、「日光市の都市像」を実現するとしている。 

このため、総合戦略は、重点施策を展開する上での個別計画的な役割として策定

している。 

 

これらのことから、人口減少と地域経済の縮小を克服し、日光市の創生を成し遂

げることを目的として、総合戦略に基づき、民と官がそれぞれの役割を担いながら、

集中的にまちづくりを進めていくものとする。 

  

 Ⅰ 総合戦略基本構想 
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２ 総合戦略の目標 

  ～日光市の都市像を実現する～ 

 

    総合戦略は、総合計画の日光市の将来像に位置付けられている「日光市の都市像

～feel so good‼ 暮らして満足 訪ねて納得 自然と笑顔になれるまち～」を

実現することを目標とする。 

この実現に向けて、人口減少と地域経済の縮小の克服を目的に総合戦略を展開

する。また、この日光市の都市像の実現こそが、人口ビジョンで示す人口の将来展

望をかなえることになる。 

なお、総合計画では、市民や地域が活力を持ち、安全で安心な生活を営むことが

できる社会を構築し、豊かな自然や世界的な歴史文化を次世代へ大切に引継ぐた

め、１０年後の日光市の都市像を次のように定めることとしている。 

   【日光市の都市像】 

 

 

 

 

    総合戦略は、総合計画のまちづくりの重点施策「人口減少対策～ＳＵＫＩＤＥＳＵ（好

きです）日光～」を戦略的に進める個別計画的役割を担う。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       

 

 

 

  

 

 

 

人口減少対策の

具体的戦略 

feel so good !! 

暮らして満足 訪ねて納得 自然と笑顔になれるまち 

人口減少対策

の個別的計画 

総合戦略 人口ビジョン 

人口の将来展望 

戦略目標 人口の将来展望 

基本計画 
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３   総合戦略の期間 

 

総合戦略の期間は、総合計画後期基本計画と整合性を図ることから、現在の総

合戦略の期間を 1 年延長し、２０１５（平成２７）年度から 202１（令和３年）度までの

７年間とする。 

【2019 年延長に伴い修正】 

 ① 既に目標達成している施策・事業等 

   基本的に方向性を引継ぎ、1 年間の目標を設定した。 

  ア 上方修正 

  ・基本目標の数値目標  1 件 

  ・施策・事業のＫＰＩ  9 件 

  イ 施策・事業の指標修正 5 件 

② 目標達成することが出来ない施策・事業 

   事業やＫＰＩの抜本的な見直しが必要となることから、延長に際し日光市ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略推進協議会と協議し、内容を修正した。 

  ア ＫＰＩ   1 件 

  イ 施策・事業 1 件 

 

【2020 年延長に伴い修正】 

 ①  既に目標達成している事業のＫＰＩの上方修正 1 件 

②  事業の具体例記載                           2 件 

                                                                    

 2015( 平

成 27)年

度 

2016( 平

成 28)年

度 

2017( 平

成 29)年

度 

2018( 平

成 30)年

度 

2019( 令

和元）年

度 

2020( 令

和 2)年

度 

2021(令

和 3)年

度 

2022(令和 4)～

2025(令和 7)年度 

総合 

計画 

平成 24

年 度 ～

平成 27

年度 

       

後期基本計画 

総合 

戦略 

 

 

 

 

 

       

第 2期 

総合戦略 

 

国 

総合戦

略 

         

第 2期総合戦略 

2020 年度～2024 年度 

第 1期総合戦略 

2015 年度～2019 年度 

前期基本計画（6年間） 

平成 27 年 10 月 

第 1 期総合戦略 延長  
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４ 人口ビジョンと総合戦略 

  ～人口ビジョンの４つの方向と人口の将来展望～ 

    人口ビジョンと総合戦略は、人口ビジョンを実現するために必要な施策を総合戦

略で位置づけ、これによって人口ビジョンを実現するといった相互関係で成り立っ

ている。このため、いずれもが表裏一体の関係を保っている。 

    このようなことから、総合戦略においては、人口ビジョンで定めている「目指すべ

き将来の方向」を踏まえて戦略を定めるとともに、「人口の将来展望」の実現を目指

した戦略を展開する。  

 

（１） 目指すべき将来の方向  

人口ビジョンにおいては、活力ある日光市を維持し、人口減少に歯止めをかける

ため、４つの目指すべき将来の方向を次のとおり設定している。 

①若い世代の人口流出に歯止めをかけ、流入人口を増加させる 

 

 

 

 

 

 

②若い世代の結婚、出産、子育て、就労に関する希望をかなえる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

日光市の結婚・子育て世代に対するアンケート結果等に基づき算出した希望出生率は「1.93」と

なっている。意向調査結果では、結婚や子供を持つことに対して前向きなイメージを持つ人が多

い。こうした希望をかなえる上で課題となっている出会いの場創出や経済面での支援といった取

組により、若い世代の結婚、出産、子育て、就労に関する希望をかなえ、出生率の向上を図る。 

アンケート調査結果で転入者の約６割、転出者の約５割が日光市での居住意向を持ち、高校生

では市内に残る人の約４割、市外に出る人の約３割が日光に残る、または、戻る意向を示してい

る。こうした希望をかなえる上で課題となっている働く場の確保や生活・交通環境の改善に向け

た対策により、特に若い世代の人口流出に歯止めをかけ、流入人口を増加させることで転出超過

の解消を図る。 

アンケート調査結果においては、結婚・子育て世代、転入・転出者いずれにおいても、「買い物

などの日常生活の便利さ」、「医療や福祉の環境」、「企業の数や業種」、「バス・鉄道などの公共交

通の便利さ」が改善すべきところとしての割合が高いことから、これら地域特性に応じた課題の

解決に向けた取組により、住んでいてよかった、これからも住み続けたいと思うまちづくりを目

指す。 

国際観光文化都市として多くの観光客が訪れる日光市においては、その強みを活かし、独自の

取り組みを行う。日光市を訪れたことがある首都圏在住者に対する移住に関する意向調査では、

日光市への移住に対し一定割合の希望があり、「スローライフ」、「おいしい食べ物や水、空気」とい

った環境が重視されている。そのため、更なる観光誘客による交流人口の増加を図るとともに、

日光市の特性を活かしたＰＲを行うことにより交流を定住につなげる。 

 

③日光市の強みである観光（交流人口）を定住につなげる 

④地域の特性に応じた課題を解決する 



- 6 - 

（２） 人口の将来展望 

    人口ビジョンでは、市民等の意向調査結果や目指すべき４つの方向を踏まえ、人

口の将来展望を次のように設定している。 

    人口ビジョンでは、人口の動態を自然動態（出生率など）と社会動態（転入・転出な

ど）に分けて、それぞれ将来の展望を示し、２０６０(令和４２)年の人口の展望を示し

ている。 

 

 

５ 総合戦略の施策展開 

   

～まち・ひと・しごとの創生と好循環の確立～ 

 

（１） 総合戦略の構成 

総合戦略においては、日光市の都市像の実現と人口ビジョンに掲げた４つの目指

すべき将来の方向を踏まえ、人口の将来展望の実現を目指し、計画期間（2015 年

度～2021 年度）における基本目標や戦略展開について示していく。 

このため、総合戦略では、人口ビジョンを踏まえた基本的な方向を示した「基本構

想」と戦略の方向を示した「基本計画」を定め、これを総合戦略として位置づけ、計

画期間内の具体的施策に基づく個別事業の実施については、アクションプランによ

って実現していくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○2035(令和17)年までに合計特殊出生率を市民が希望する
1.93に、2045(令和27）年までに人口置換水準の2.07とするこ
とを目指す

○2050(令和32)年までに転出超過の解消を目指す

○2060(令和42)年の人口50,000人の維持を目指す

人口の将来展望 
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（実
施
戦
略
） 

 

 

 
 

（２） 総合戦略の取組 

  ～「まち」・「ひと」・「しごと」の好循環を生み出す～ 

 

総合戦略を効果的に展開するための取組については、人口減少が地域経済の規

模縮小を招き、地域経済の規模縮小が更なる人口減少を招くという負のスパイラ

ルを断ち切るため、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼ぶという好循

環の確立を目指す。 

これにより、新たなひとの流れを生み出し、基盤となる「まち」の活力を取り戻す

ことで、快適で安全･安心な生活ができ、安心して子どもを産み育てられ、安定した

生活が送れる社会環境をつくり出していくといった「まち」・「ひと」・「しごと」の好循

環を生み出していく。 

 

 

 

 

 

基本構想

基本計画

（アクションプラン）

○市内の観光、農林水産業、商業、工業など各産業分野の振興と産業間連携
により、新たな「しごと」を創り出し、雇用・就業機会の拡大を図るととも
に、誰もが働きやすい労働環境づくりを促進する

○地域経済の活性化に向け、地域資源を活かした市街地の活性化や商工業の
振興を図るとともに、地場産業の育成や他産業との連携を推進する

「しごと」の創生 

総
合
戦
略 

総合戦略構成 
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（３） 総合戦略における役割分担 

～市民との協働により戦略に取り組む～ 

 

総合戦略への取組は、市民（市に居住する者、働く者、学ぶ者、市内で活動する団

体及び事業者）との協働により実現する。市民は、人口ビジョンによる日光市の現

状を認識し、まち・ひと・しごと創生に向けて、自らできることを自ら行うとともに、

行政と連携し、未来を切り拓く。 

そのためには、次に示すような、まち・ひと・しごとの創生に、市民をはじめ、産官

学金労言等の各分野がそれぞれの役割に応じて連動することにより、市全体で施

策を展開していく。 

 

 

 

○市の特性を活かし、まちの魅力向上等による交流人口の拡大など、新たな
「ひとの流れ」をつくるとともに、子育て等への切れ目ない支援により定住
人口の増加を図る

○「しごと」と「ひと」を支えるため、安全で安心して暮らせる「まち」を
つくるとともに、持続可能な地域づくり、地域活性化を図る

市民
• まちを愛し、まちの良さをひとに伝える

民間
• しごとをつくり、まちを育てる

大学等
• ひとを育て、まちを活かす

行政
• まち・ひと・しごとを支える

「ひと」の創生 

「まち」の創生 
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（４） 総合戦略の施策展開 

～連動による施策展開～ 

 

総合戦略の施策を展開していくためには、まち・ひと・しごとの好循環と、市民を

はじめとした産官学金労言等が相互に連動することによって展開される体制を目

指す。 

 

 

     

   

  

しご
と

ひとまち

協働

市民

民間

行政

大学
等

連

動 

総合戦略の施策展開 

総合戦略の取り組み 総合戦略の役割分担 

総合戦略の施策展開 日光市の都市像の実現 人口ビジョンの実現 
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１ 基本方針 

～総合戦略企画実行の４つの基本方針～ 

 

  総合戦略の施策の企画実行に当たっては、その実効性を高めるため、従来の施策に

おける反省点を改善し、以下の４つの基本方針を踏まえることとする。 

 

 

     

 

まち・ひと・しごとの創生は、日光市まちづくり基本条例で定める「共有・参画・協

働」の基本理念を尊重しながら行う。施策の展開にあたっては、それぞれが共に考

え、協力し、行動する「協働」の視点によって実現する。 

   

②「まち・ひと・しごと創生」政策５原則  

国のまち・ひと・しごと創生総合戦略において掲げられた「まち・ひと・しごと創

生」政策５原則、「自立性」、「将来性」、「地域性」、「直接性」、「結果重視」を踏まえ

た上で行うこととする。また、地方創生推進交付金や企業版ふるさと納税などの

地方創生に係る各種補助制度等を積極的に活用していく。 

 

 

 

総合計画においては、「人口減少対策～ＳＵＫＩＤＥＳＵ（好きです）日光～」をま

ちづくりの重点施策として位置付け、「定住促進対策」、「雇用対策」、「少子高齢化

対策」、「交流人口の拡大」を４つの柱として、施策展開する。目的を同じにする総

合戦略は、総合計画と整合を図りながら進める。 

また、具体的な施策に基づく個別事業については、その実効性を確保するため、

毎年度策定する総合計画実施計画との整合を図りながら、アクションプランを別

に定め、展開していく。 

 

④ＰＤＣＡサイクルによる戦略の検証 

総合戦略は、時代のニーズを捉えながら積極的な戦略展開を図るため、「ＰＤＣＡ

サイクル」の実現により毎年度検証し、必要に応じてこれを見直し、改善しながら、

より効果的な戦略へと展開していく。なお、検証体制としては、市民等により組織し

た総合戦略策定委員会をベースとして検証組織を新たに設置し、検証等を行うもの

とする。 

 

③第２次日光市総合計画との整合 

基本方針 

①市民との協働の視点 

 Ⅱ 総合戦略基本計画 
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２ 基本目標 

～総合戦略の 4 つの基本目標～ 

 

総合戦略においては、人口ビジョンが示す将来展望の実現に向けて戦略を展開す

ることにより、総合計画に掲げる日光市の都市像を実現することを目標としている。 

この目標に向けて、総合戦略を効果的に展開するため、総合戦略基本構想や人口ビ

ジョンを踏まえ、４つの基本目標を定める。 

基本目標には、それぞれ総合戦略の期間内に日光市が実現すべき成果（アウトカム）

を重視した数値目標を設定する。また、それぞれの基本目標に向けて講ずべき戦略の

基本的方向を示すとともに、それらに基づく具体的な施策、重要業績評価指標（ＫＰＩ）

を示す。 

なお、基本目標ごとに総合戦略の進捗や効果を検証し、必要に応じて戦略の見直し

を「ＰＤＣＡサイクル」により実施していく。 

 

 

 

 

基本目標①

安心して働くことができ、安定した生活を支える「しごと」をつ

くる

基本目標②

地域の活力を創出する「ひとの流れ」をつくる

基本目標③

若い世代の「結婚・出産・子育て」に対する希望をかなえる

基本目標④

地域特性に応じた持続可能な「まち」をつくる

基本目標 
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【人口ビジョンが示す人口の将来展望】

○2035(令和17)年までに合計特殊出生率を市民が希望
する1.93に、2045(令和27)年までに人口置換水準の
2.07とすることを目指す

○2050(令和32)年までに転出超過の解消を目指す

○2060(令和42)年の人口50,000人の維持を目指す

しごと
ひとの
流れ

結婚・
出産・
子育て

まち

日
光
市
の
都
市
像 

人口ビジョン 総合計画 

基本目標 
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３ 個別戦略の展開 

～基本目標を達成するための２つの視点～ 

 

4 つの基本目標における個別戦略は、人口減少を踏まえた次の 2 つの視点を取り

入れて展開していくものとする。 

「改善戦略」は、人口ビジョンで示す人口の将来展望の実現に向けて、現状を改善し

ていくために取り組む戦略とする。 

「適応戦略」は、人口ビジョンの将来展望で示す人口の将来的な見通しを踏まえ、人

口が減少する状況を受け止めた上で、これに適応するために取り組む戦略とする。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

その1：改善戦略

• 合計特殊出生率（2013(平成25)年 1.32）を2035(令和17)年までに市民が希
望する出生率（1.93）に、2045 (令和27)年までに人口置換水準（2.07）を
実現することを目指す

•人口の社会動態（流入及び流出）を2050(令和32)年までにマイナスからプ
ラスへ転じることを目指す

その2：適応戦略

• 人口ビジョンの将来展望で示す人口の将来的な見通しを踏まえ、今後の人
口動向に適応した戦略展開により、合理的で効率的なまちを目指す

4 つの基本目標 

戦略展開 
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４ 個別戦略 

 

 個別戦略の設定については、ほっとトーク（※）や市民アンケートなどの意見を参考と

し、産官学金労言等で構成する策定委員会からの意見等に基づくとともに、国・県の総

合戦略や総合計画におけるまちづくりの基本施策とまちづくり推進の視点と連動を図

り設定している。 

※ 「ほっとトーク」…市民と市長が直接意見交換を行う場として実施している懇談会

で、2015（平成 27）年度は「地方創生」を題材に実施した。 
 

 個別戦略は、総合計画と連動させた上で、総合計画でこれまでも人口減少対策として

取り組んでおり、これを基礎として、さらに取り組みの強化等をしていく「基礎戦略」と、

市民等の意見を参考にこれらを実現させていくために、実施主体や実施方法などを検

討しながらチャレンジしていく「チャレンジ戦略」の２つの戦略に区分する。 
 

 「基礎戦略」は、総合計画において、これまで又は今後も取り組んで行く人口減少対策

を基礎とし、今後も継続的に実施していく又は発展させながら実施していく戦略とな

る。 
 

 「チャレンジ戦略」は、基礎戦略をさらに発展又は具体化させるもの、若しくは基礎戦略

とは違った新たな視点により、実施主体や実施方法などを検討しながら、実現に向けて

チャレンジしていく戦略となる。チャレンジ戦略には、中長期にわたってチャレンジしな

ければならない戦略も含まれる。 

 

 

個別戦略

改善戦略

基礎戦略

チャレンジ
戦略

適応戦略

基礎戦略

チャレンジ
戦略

戦略構成 
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戦略①地域産業強化によるしごとづくり

戦略②観光を活用した産業連携によるしごとづくり

戦略③人材の育成・確保によるしごと環境づくり

基本目標① 

安心して働くことができ、安定した生活を支える「しごと」をつくる 

・ 

数値目標 

（2022 年） 

○市内従業者数（民間） 39,000 人を目指す 

【基本的方向】～交流からしごとに～ 

 人口減少に歯止めをかけるためには、まずは、安心して働くことができ、安

定した生活を支える「しごと」をつくり、人口の流出を防ぐ必要がある。その

ためには、日光市の強みであり、地域の特性でもある観光を中心とした交流人

口を「しごと」につなげるため、民間や大学等のノウハウを活用しながら産業

連携と地域の連携によるしごとづくりを目指して行く必要がある。また、若者

などが起業しやすい地域づくりや既存企業などの振興を図ることにより、地域

全体でしごとが増える環境づくりを目指す必要がある。 

○市内事業所数      4,600 事業所を目指す 

基本目標の戦略 3 本の柱 
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分類 具体的な施策・事業 
ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

①地域産業の新た

な展開 

 

 

○地域産業の強化推進 チャレンジ 

 金融機関など民間企業等と連携しながら地

域産業の強化を推進することにより、新たな

雇用等を生み出す土壌をつくる。第二創業等

に向けた新たな取り組みを推進していく。 

（例）地域産業強化支援など 

※「第二創業」 既存企業が不採算部門を廃

業し新たな事業分野に挑戦するための創業 

○ベンチャー企業創業支援 チャレンジ 

 時代のニーズに応じて、若者の雇用促進を

図るために、金融機関などの民間企業や大学

等と連携しながらベンチャー企業の創業に向

けた支援を促進する。 

（例）創業支援事業など 

※「ベンチャー企業」 新技術や高度な知識

を軸に、大企業では実施しにくい創造的・革

新的な経営を展開する中小企業 

○創業支援の充実 

 新たな雇用の幅を広げるため、金融機関な

どの民間企業等と連携しながら商工団体など

による起業者の育成に向けた取り組みを支援

し、経営基盤の強化を図る。 

（例）創業支援事業など 

○市内産業及び商品のブランド力の向上 

 他市町村との差別化を図り、優位性を発揮

するため、民間企業や大学等と連携しながら

市内産業及び商品のブランド価値の向上に努

め、市内産業の振興を図る。 

（例）産業ブランドの推進など 

【2019 年度までのＫＰＩ】 

創業関係の研修を通じた起業数 

15 件（Ｈ27～Ｈ29 の累計） 

 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

新規起業等相談件数 

250 件(累計) 

 

ビジネスマッチング事業出展企業

数 

30 社(年間) 

 

【2019 年度修正理由】 

KPI の設定年数が経過しているこ

と、2017(平成 29)年度から「市し

ごとづくりアクションプラン」に

基づく施策に取り組んでいること

から、その内容を加味し修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地域産業の経営

基盤強化 

 

○制度融資の充実（再掲） 

 雇用の維持や新規雇用に向けた業務拡大な

どのため、金融機関などの民間企業等と連携

【2019 年度までのＫＰＩ】 

創業関係の研修を通じた起業数 

15 件（Ｈ27～Ｈ29 の累計） 

戦略①

地域産業強化によるしごとづくり
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しながら中小企業を中心として制度融資の充

実と利用の促進を図る。 

（例）中小企業振興融資制度など 

○ベンチャー企業の強化 チャレンジ 

 金融機関などの民間企業や大学等と連携

し、経営基盤が不安定なベンチャー企業の経

営の安定化に向けた育成や支援を推進する。 

（例）ベンチャー企業情報発信など 

○経営基盤の強化 チャレンジ 

 地域産業の経営基盤の強化に向けて、金融

機関などの民間企業や大学等と連携しながら

人材を活用し、経営のアドバイスを受けられ

る体制づくり等経営基盤を強化できる支援体

制を推進する。 

（例）プロフェッショナル人材の活用など 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

新規起業等相談件数 

250 件(累計)（再掲） 

 

【2019 年度修正理由】 

KPI の設定年数が経過しているこ

と、2017(平成 29)年度から「市し

ごとづくりアクションプラン」に

基づく施策に取り組んでいること

から、その内容を加味し修正 

 

③地場産業・伝統

工芸等の育成 

 

 

○地場産業・伝統工芸等の育成 

 民間企業等と連携しながら地場産業・伝統

工芸等の一層の振興に加え、新たな資源の発

掘や既存施設のさらなる活用などに努める。 

（例）地場産業・伝統工芸等後継者育成事業

など 

○伝統工芸のブランド化の推進 

 チャレンジ 

 民間企業や大学等と連携しながら日光彫等

の地域の伝統工芸技術を保存し、伝承してい

くため、伝統工芸の地域ブランド化を進める

ことにより、若者の新たな雇用の創出を促進

する。 

（例）伝統工芸のブランド化など 

○大学等と連携した産業の創出 

 チャレンジ 

 若者の雇用希望に応じるために大学等と連

携し、地場産業や伝統工芸を活用した新たな

産業の創出に向けて調査・研究を推進する。 

（例）地場産業等リニューアルなど 

 

【2019 年度までのＫＰＩ】 

伝統工芸等のブランド認定件数 

5 件（累計） 

 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

地場産業・伝統工芸等教室受講生 

5 名 

 

【2019 年度修正理由】 

目標値達成による指標修正 
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分類 具体的な施策・事業 
ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

①地域の特性を活

かした企業誘致 

 

 

○企業誘致・定着活動の推進 

 日光市の工業適地への企業誘致の促進、立

地企業の産業活動条件の改善を推進し、一層

の工業の振興を図る。 

（例）企業誘致の促進など 

 

○観光と連携した企業誘致 チャレンジ 

 年間 1,100 万人の観光客が訪れる強みを

活かし、民間企業等と連携しながら観光と連

携した企業の誘致を調査・研究する。 

【2019 年度までのＫＰＩ】 

新規企業誘致 

5 社（累計） 

 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

新規企業誘致 

3 件(累計) 

【2019 年度修正理由】 

日光産業団地が病院の移転候補地と

なったことに伴い、産業団地の土地

利活用を検討する必要があるためＫ

ＰＩ修正 

②観光を活用した

産業間連携による

しごとづくり 

 

○ニューツーリズムの推進 

 他分野との連携とともに、各地域の自然・

歴史・文化・伝統産業など日光市の魅力・地

域資源を活かした体験型・交流型の要素を取

り入れた着地型観光など新しい観光スタイ

ルを推進することにより、若者の雇用や新規

雇用の創出につなげる。 

（例）ニューツーリズム推進事業など 

 

○スポーツツーリズムの推進 

 競技団体等と連携しながらホッケーやア

イスホッケーなど日光市の特色あるスポー

ツ競技や気候、地形などの自然環境・地理的

特性を活かしたスポーツツーリズムを推進

し、新たな雇用機会の創出につなげる。 

 

○多面的な誘客活動 

 民間企業等をはじめ、他事業や他地域と連

携した宣伝活動の推進やＭＩＣＥ等新たな

視点からの誘客手法を視野に入れた取り組

みを進めることで、新たな雇用機会の創出に

ニューツーリズムイベント参加者数 

年間 4,800 人 

戦略②

観光を活用した産業連携によるしごとづくり
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つなげる。 

（例）ＭＩＣＥ誘致事業など 

○産業連携基盤の充実 チャレンジ 

 産業間連携を図るために、地域課題を把握

し、これに応じた戦略的なマーケティング等

を実施していく基盤づくりを検討していく。 

（例）日本版ＤＭＯの検討など 

※ＤＭＯ 戦略策定、各種調査、マーケティ

ング、商品造成、プロモーション等を一体的

に実施する組織体 

○他産業との融合・連携の強化推進 

 農林水商工観連携による新商品開発等、多

様な産業間の連携により、地域の特色を活か

した産業の活性化を図る。 

（例）農業の 6次産業化の推進など 

○食と農を結ぶ環境づくり 

 農業者と商業者、観光業者を結ぶハブ組織

を設置し、持続可能な需給関係を築き、農業

者の所得向上と新規就農を推進する。 

（例）地産地消の推進など 

③自然環境を活用

したしごとづくり 

 

【2021 年度までの具体的な施策・事業】 

〇再生可能エネルギーの普及促進 

民間企業や大学等と連携しながら豊かな自

然環境資源を活用し、新たな雇用を生み出す

など経済活性化や産業の振興を図る。 

 

【2019 年度までの具体的な施策・事業】 

○バイオマスの普及促進 

 

【2019 年度具体的な施策・事業の修正理由】 

経済活性化及び産業振興を図るため、バイ

オオスから再生可能エネルギーに対象を広

げることによる修正 

自然環境を活用した起業数 

1 社（累計）         
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分類 具体的な施策・事業 
ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

①しごと環境の整

備 

 

○既成市街地の活性化 

 空き店舗対策やイベント開催の支援によ

り、地域の特色を活かした市街地の活性化に

努める。 

（例）既成市街地活性化など 

○中心市街地の活性化 

 地元商店街やまちづくり団体等と連携し、

集客拠点施設来訪者の周辺への回遊性を高

め、中心市街地の活性化を図る。 

（例）中心市街地活性化対策事業など 

 

○ＩＣＴ環境の整備 チャレンジ 

 中山間地域における公共交通の課題に影

響を受けないＩＣＴを活用した企業誘致や

ＩＣＴを活用した新たなしごとづくりに向

け、ＩＣＴ環境の整備を推進する。 

（例）公衆無線ＬＡＮの拡大など 

【2019 年度までのＫＰＩ】 

中心市街地集客施設来場者数 

年間 490,000 人 

 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

中心市街地集客施設来場者数 

年間 980,000 人 

 

【2019 年度修正理由】 

目標値達成によるＫＰＩ上方修正 

 

公衆無線ＬＡＮ整備箇所数 

屋内 400 箇所（累計） 

屋外   3 箇所（累計） 

Nikko City Wi-Fi へのアクセス件数 

年間 15 万件 

②しごとが増える

人材の育成 

 

 

○起業・経営基盤強化に向けた人材育成  

 チャレンジ 

 金融機関などの民間企業や大学等と連携

しながら、日光市の基幹産業である観光等を

活用した起業又は既存企業の経営基盤強化

に向けた人材の育成を図る。 

（例）起業者研修など 

○大学等との連携による人材育成 

 チャレンジ 

 大学等と連携しながら、地域にしごとが増

える仕組みやしごとづくりに向けて、人材の

育成を図る。 

（例）しごとづくり講座など 

 

 

 

起業者研修等受講者数 

年間 30 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

戦略③

人材の育成・確保によるしごと環境づくり
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○認定農業者・新規就農者及び集落営農組

織の育成 

 民間事業者等と連携しながら認定農業者・

新規就農者の育成と、将来を見据えた集落で

の話し合いを促し、小規模農家も参画できる

営農組織の育成を推進する。 

（例）担い手・集落営農の育成支援など 

○土地利用型農業の担い手の育成 

 水稲、そば、大豆等の土地利用型農業の規

模拡大を促進するため、高性能機械の導入等

低コスト生産を実現し、担い手の育成を図

る。 

（例）水田農業担い手の育成など 

○林業担い手育成の強化 

 次の世代の林業の担い手を確保するため、

民間企業等と連携しながら林業従事者の確

保及び主要事業体の経営基盤強化を推進す

る。 

（例）林業担い手育成事業など 

【2019 年度までのＫＰＩ】 

認定農業者数 

255 人 

 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

認定農業者数 

280 人 

 

【2019 年度修正理由】 

目標値達成によるＫＰＩ上方修正 

 

③しごとを増やす

人材の確保 

 

○人材の掘り起し チャレンジ 

 新たなしごとづくりに向けて、地域が必要

とする人材や若者を確保するため、既存の観

光情報発信センターを拡充するなど人材の

掘り起しと若者の定着の推進を図る。 

（例）人材発掘など 

○創業支援の情報発信 チャレンジ 

 首都圏等から起業に向けた人材の移住と

確保を行うため、ＳＮＳを活用しながら創業

支援等の情報を発信する。 

（例）創業支援情報発信など 

【2019 年度までのＫＰＩ】 

新規起業等相談件数 

100 件（累計） 

 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

新規起業等相談件数 

250 件（累計）(再掲) 

 

【2019 年度修正理由】 

目標値達成によるＫＰＩ上方修正 

④若者のしごとづ

くり 

○地域の若者就職情報発信 チャレンジ 

 地域の若者にふるさとに住み続けてもら

うために、民間企業や大学等と連携しなが

ら、若者に向けた就職情報の発信等を推進す

る。 

（例）就職情報発信など 

 

 

 

 

【2020 年度までのＫＰＩ】 

若者起業数 

3 件（累計） 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

若者起業数 

10 件(累計) 

【修正理由】 

目標値達成によるＫＰＩ上方修正 

※「若者」概ね 40 歳以下 
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○地域の若者起業の支援 チャレンジ 

 地域の若者がふるさとでやりたい仕事を

やれる体制の確保に向けて、金融機関などの

民間企業や大学等と連携しながら地域の若

者の起業を支援する仕組みづくりを推進す

る。 

（例）若者創業支援など 

⑤勤労者福祉の充

実 

 

○労働環境の改善とワーク・ライフ・バラン

スの促進 

 勤労者がゆとりと豊かさを実感できるよ

う、労働環境の改善や整備に向けた事業者へ

の啓発を推進する。 

（例）社会保障制度等啓発事業など 

○ひとり親家庭の雇用促進 

 子育てしながら働かなければならないひ

とり親が、労働条件での制約を受けることな

く容易に就職できるよう優先的にひとり親

を雇い入れたり、その他協力要請を事業者へ

啓発する。 

【2019 年度までのＫＰＩ】 

男女共同参画推進事業者表彰数 

10 件(累計) 

 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

男女共同参画推進事業者表彰数 

30 件(累計) 

【2019 年度修正理由】 

目標値達成によるＫＰＩ上方修正 

⑥女性や高齢者な

どの活躍 

 

○女性が輝く社会の促進 

 女性が輝き能力を発揮できるよう、関係機

関や大学等と連携しながらキャリアアップ

講座を開設し、意識啓発と政策決定機関への

参画を促す。 

（例）キャリアアップ講座開催など 

○高齢者就労の支援 

 地域の特性を活かし、健康で働く意欲のあ

る高齢者の就労機会の確保に努める。 

○ひとり親家庭等への就労支援 

 ひとり親家庭の自立や出産退職をした母

親の就労に向けた支援を充実する。 

（例）母子・父子家庭自立支援事業など 

○障がい者就労支援 

 関係機関と連携を図りながら、民間企業等

に対して障がいのある人の雇用に向けた働

きかけを行うとともに、障害者優先調達推進

法に基づき、障害者就労支援事業所の提供す

る物品・サービスの優先調達を推進する。 

（例）障がいのある人への就労支援など 

キャリアアップ講座等受講者数 

年間 60 人 

 

 

母子・父子自立支援員による就労支援

（相談）件数 

年間 200 件 
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戦略①観光（交流）から定住へ

戦略②美しいまち「日光」でのくらし

戦略③ひとが集まる環境づくり

基本目標② 

地域の活力を創出する「ひとの流れ」をつくる 

数値目標 

（2022 年） 

○観光入込客数 1,220 万人を目指す 

【基本的方向】～交流から定住に～ 

 人口減少が続く中において、人口減少の影響を緩和し、地域の活力を創出す

るためには、交流人口の増加や二地域居住、移住者の増加など、新たな「ひと

の流れ」をつくる必要がある。そのためには、日光市の強みである観光を中心

とした交流人口を定住人口につなげるため、民間企業や大学等と連携しながら

交流人口の拡大や定住に向けた情報発信、人材育成、受入れ環境の整備等に取

り組んでいくことが必要である。 

○転入者増加数 500 人増を目指す 

基本目標の戦略 3 本の柱 
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分類 具体的な施策・事業 
ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

①移住・定住に向

けた魅力ある観光

地づくりの推進 

 

○観光都市競争力の向上 

 豊富な観光資源に磨きをかけて日光市のブ

ランドイメージの向上を図ることにより、観

光地としての優位性をさらに高め、来訪への

期待感を醸成し、交流人口を増やし、移住・

定住化を推進する。 

（例）ブランドイメージ向上など 

○ニューツーリズムの推進（再掲） 

他分野との連携とともに、各地域の自然・

歴史・文化・伝統産業など日光市の魅力・地

域資源を活かした体験型・交流型の要素を取

り入れた着地型観光など、新しい観光スタイ

ルを推進し、交流人口を増やし、定住化を推

進する。 

（例）ワーケーション推進など 

○受入態勢の強化 

何度でも訪れたくなるような、ずっと居続

けたいと思えるような魅力あふれる観光地を

目指し、観光客からの意見を参考にホスピタ

リティの推進を図る。また、誰にでもやさし

い観光のまちづくりを目指したサービスの向

上など、国内外観光客のニーズにあわせた受

入態勢の強化を図ることにより、訪れてよし

住んでよしの体制づくりを推進する。 

（例）ホスピタリティの推進など 

○産業連携基盤の充実 チャレンジ（再掲） 

 産業間連携を図るために、地域課題を把握

し、これに応じた戦略的なマーケティング等

を実施していく基盤づくりを検討していく。 

 

地域ブランド調査魅力度ランキング 

10 位以内 

戦略①

観光（交流）から定住へ
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②移住・定住につ

ながる観光客誘客

活動の推進 

 

○現地事務所機能の活用 チャレンジ 

国内において日光市への観光客が多い首都

圏や、海外において観光客が多い東南アジア

地域に現地事務所機能を設け、より効果的な

情報発信やプロモーションを進めることによ

り、交流から移住・定住につなげていく。 

（例）現地事務所機能の活用など 

○観光イベント等の支援 

民間企業等と連携しながら事業内容を見直

すなど、より誘客効果の高いイベントを実施

し、地域に賑わいを創り出し、誘客による経

済活性化を図り、訪れてよし、住んでよしの

体制づくりを推進する。 

（例）イベントの支援など 

○多面的な誘客活動（再掲） 

他事業や他地域と連携した宣伝活動の推進

や、ＭＩＣＥ等新たな視点からの誘客手法を

視野に入れた取組を進め、誘客の拡大を定住

へとつなげていく。 

○広告媒体の多様化に対応した情報発信とＰ

Ｒ活動 

ICT ほか新たな広告媒体等に対応し、来訪

意欲をより高める効果のある情報発信やプロ

モーション活動の展開に合わせて、移住・定

住に向けたプロモーション等を推進する。 

（例）移住・定住プロモーションなど 

宿泊者数 

年間 370 万人 

③外国人観光客の

誘客の推進 

 

○インバウンドの推進 

東京オリンピック・パラリンピックを誘客

の絶好の機会と捉え、外国人観光客の訪日状

況や観光ニーズ等を的確に把握し、首都圏や

海外現地における誘客プロモーションに反映

させるなど、効果的かつ戦略的なインバウン

ド事業の推進に合わせて、海外からの移住・

定住につなげるような施策を検討していく。 

【2019 年度までのＫＰＩ】 

外国人宿泊者数 

年間 9万人 

 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

外国人宿泊者数 

年間 13 万人 

 

【2019 年度修正理由】 

目標値達成によるＫＰＩ上方修正 
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分類 具体的な施策・事業 
ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

①移住・定住の拠

点と支援 

 

○市内への定住促進 

人口の減少傾向に歯止めをかけ、地域の活

力を維持していくために、市内への定住促進

に向け、各種施策を推進する。 

（例）空き家情報登録制度など 

○移住・定住相談のワンストップ化 

 チャレンジ 

 移住・定住に向けて、必要な情報の一元化

を図り、相談窓口のワンストップ化を推進す

る。 

（例）既存の観光情報発信センター機能の拡

充によるワンストップ化など 

○プレ移住等の推進 チャレンジ 

 移住・定住に向けて、移住者の不安などを

払しょくし、定住につなげるため、民間企業

等と連携しながら「お試し移住」や「プレ移

住」、二地域居住等に向けた体制の整備を図

る。 

（例）お試し移住事業など 

○子育てしやすいまちのＰＲ チャレンジ 

 他の都市と比較し、先進的で手厚く措置して

いる子育て施策について、子育てしやすいまち

として積極的な情報発信を推進し、移住を促進

する。 

（例）移住・定住に合わせた子育てしやすい

まちＰＲなど 

○移住・定住の情報発信 チャレンジ 

 首都圏などの移住希望者又は観光来訪者に

対し、移住・定住に関する効果的な情報発信

を促進する。 

【2019 年度までのＫＰＩ】 

空き家情報を活用した移住者数  

10 人（累計） 

プレ移住者等の数 

年間 3人  

 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

空き家情報を活用した移住者数 

30 人 (累計) 

 

プレ移住者等の数 

年間 10 人 

 

【2019 年度修正理由】 

目標値達成によるＫＰＩ上方修正 

 

 

 

戦略②

美しいまち「日光」でのくらし
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（例）観光情報発信センターの拡充による情

報発信など 

○移住・定住者への支援 チャレンジ 

 金融機関などの民間企業等と連携しながら

移住・定住者の住宅取得に向けた経済的な支

援など移住・定住者に向けた各種支援を推進

する。 

（例）転入者住宅取得補助制度など 

○市営住宅の整備 

定住促進の観点から、市営住宅の若年世帯向

けにリニューアルすることなどを促進する。 

（例）市営住宅リノベーションなど 

②大規模なひとの

流れをつくる 

 

○大学等の誘致 チャレンジ 

 県内の大学等と連携し、大学機能の一部移

転や学部の誘致又は首都圏の大学等の誘致に

ついて働きかけを推進していく。 

○研究機関等の誘致 チャレンジ 

 自然環境や歴史・文化など日光市の資源や

地域の特性を活かした研究機関等の誘致を推

進する。 

（例）政府の研究機関移転誘致など 

○大学等と連携した若者定着 チャレンジ 

 県内の大学等と連携し、学生の日光市への

就職や移住・定住に向けた働きかけと移住学

生を活用したまちづくり等を推進する。 

（例）家賃補助制度の新設など 

○地域の特性に応じた本社等の機能の移転 

 チャレンジ 

 年間 1,100 万人の交流人口が見込める日光

市の特性や自然の豊富さ、歴史・文化、温泉

等の多様な資源に魅力を感じる企業の本社等

の機能の移転を促進する。 

（例）サテライトオフィス支援など 

※「サテライトオフィス」 企業等の本社等

の拠点から離れたところに設置されるオフィ

ス 

 

 

大学等と連携した若者定着者数  

10 人（累計） 
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③暮らしやすい環

境づくり 

 

○暮らしやすい環境づくり チャレンジ 

 移住・定住を促進するために、首都圏とは違

った地域の特性を活かした暮らしやすい環境

の提供を推進していく。 

（例）水資源の確保など 

○市民を見守る体制・仕組みづくり 

平常時の見守り活動を推進し、災害時や緊急

時の支援体制の構築や防犯活動を支援する。 

○社会活動の推進 

老人クラブやシルバー人材センターの活動

に対する助成、介護支援ボランティア制度を実

施することにより、高齢者の生きがいづくりや

生涯学習機会の充実を図り、社会参加の促進に

努める。 

（例）生きがいづくり推進事業など 

○集いの場の提供 

高齢者などの孤独感の解消、生きがいの増進

を図るため、在宅介護オアシス支援施設の運営

を支援するとともに、地域住民が身近な場所で

集えるよう支援していく。 

日光市に住み続けたい市民の割合 

80％ 

（市民意識アンケート調査） 
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分類 具体的な施策・事業 
ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

①地元を愛する若

者をつくる 

 

○青少年人材の育成 チャレンジ 

 青少年の人材を育成するために、学校と連

携しながら地元の理解と郷土理解を深める取

り組みを推進する。 

（例）インターンシップの推進 

   高校魅力化 など 

○若者等の転出の抑制 チャレンジ 

 若者をはじめ、市民の可能性や希望をでき

るだけ満たすことができるように、ふるさと

に居住したまま、希望する進路を実現し、市

外や首都圏で学び・働ける体制づくりを図る。 

（例）通勤・通学費助成制度など 

○若者のＵターン支援 チャレンジ 

 進学等のため、市外や県外に転出した若者

がふるさとにＵターンしやすい体制づくりを

促進する。 

（例）給付型奨学金制度など 

若者の転出数（15 歳～19 歳） 

10％減 

 

②ひとが集まる環

境をつくる 

 

○大学等の誘致 チャレンジ（再掲） 

 県内の大学等と連携し、大学機能の一部移

転や学部の誘致又は首都圏の大学等の誘致に

ついて働きかけを推進していく。 

○地域の特性を活かす学校の誘致 

 チャレンジ 

 民間企業等と連携により、既存の空きスペ

ースの有効利用をしながら、自然環境をはじ

めとした日光市の資源を活用した学習塾の開

設や学校の合宿等の誘致について調査・検討

する。 

（例）長期滞在型合宿塾など 

 

地域の特性を活かした合宿等の誘致

件数 

年間 1件 

戦略③

ひとが集まる環境づくり
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③外国人が暮らし

やすいまちづくり 

 

○海外都市との交流の推進 

海外姉妹都市・友好都市などの海外都市と、

幅広い分野において相互派遣を行い交流機会

の充実を図る。 

（例）ラピット中高生派遣など 

○外国人観光客の受け入れ態勢の整備 

外国人観光客が、安心・快適に市内を回遊

できるよう、受入態勢の整備を進め、外国人

観光客を増加させることで、外国人の移住・

定住を推進する。 

（例）公共サインの多言語化など 

○外国人の暮らしへの支援 

地域や関係機関と連携して外国人市民の生

活環境の支援に取り組み、外国人の移住・定

住を推進する。 

（例）外国人市民相談など 

【2019 年度までのＫＰＩ】 

外国人市民数 

680 人 

 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

外国人市民数 

1,100 人 

 

【2019 年度修正理由】 

目標値達成によるＫＰＩ上方修正 
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戦略①出会いから結婚

戦略②妊娠・出産

戦略③子ども・子育て

基本目標③  

若い世代の「結婚・出産・子育て」に対する希望をかなえる 

数値目標 

（2022 年） 

○合計特殊出生率 1.50 を目指す 

【基本的方向】～夢の家族生活を実現～ 

 将来的な人口減少克服のためには、若い世代の「結婚・出産・子育て」に対

する希望をかなえ、出生数の増加、出生率の向上を図る必要がある。そのため

には、出会いから結婚まで、妊娠・出産、子育ての各ステージに応じて必要な

支援などに取り組んでいく必要がある。 

 

○婚姻届出件数 年間 400 件を目指す 

基本目標の戦略 3 本の柱 
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分類 具体的な施策・事業 
ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

①きっかけづくり 

 

○出会いイベント拡充 チャレンジ 

 市内での出会いの場を創出するため、民間

企業等と連携しながら市内で開催される出

会いイベントを支援していく。 

（例）イベント補助など 

○出会いイベントの開催 チャレンジ 

 市内での出会いや婚活を支援するため、民

間企業等と連携しながら日光市の観光資源

の活用など地域の特性に応じた出会いイベ

ントを実施する。 

（例）にっこう縁結び事業など 

○出会い情報の発信 チャレンジ 

 市内で開催されている出会いイベントの

情報を発信していく。 

（例）専用サイトの設置など 

市内で開催される出会いイベント回

数 

年間 10 回 

 

②交流人口を活用

した出会いづくり 

 

○交流人口を活かした出会いづくり 

 チャレンジ 

 年間 1,100 万人が訪れる強みを活かし、縁

結びスポットや日光の食などを活用しなが

ら市内の若者と観光客の出会いの場を創出

する。 

（例）女子旅を活用した出会いイベントなど 

○縁結びの聖地としてのＰＲ チャレンジ 

 市内に点在する縁結びとしてゆかりがあ

る場所等を聖地としてＰＲし、日光市への来

訪を促進することにより、出会いのきっかけ

づくりを行う。 

 

 

 

戦略①

出会いから結婚
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③結婚支援 

 

○結婚式支援 チャレンジ 

 ご当地婚姻届等を活用し、民間企業等と連

携しながらご当地結婚式等を促進する。 

（例）結婚式コーディネーターの育成など 

○結婚等支援 チャレンジ 

 若者の結婚に対する経済的な不安を解消

するために、結婚後の移住・定住を目的とし

て、金融機関などの民間企業等と連携しなが

ら市内に新居を構える場合の経済的な支援

などを推進する。 

（例）結婚一時金など 

婚姻率 

5.0％ 
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分類 具体的な施策・事業 
ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

①子どもと親が元

気に過ごす健康づ

くりの推進 

 

○妊娠・出産期の健康支援 

妊娠・出産期の健康づくりを推進するた

め、妊産婦健康診査や不妊治療などの費用

負担軽減に向けた経済的支援を実施する。 

（例）不妊症対策支援事業など 

○心身の健康づくり 

親子の健康管理や親の育児不安解消の

ため、乳幼児の健康診査や子育てに関する

相談業務と情報提供を充実する。 

（例）乳幼児健康診査事業、健康相談事業

など 

合計特殊出生率 

1.50 

②経済負担軽減に

向けた取り組みの

充実 

 

○切れ目ない、総合的な経済負担の軽減 

妊娠・出産や子育てに対する不安や負担

を軽減するため、切れ目ない、総合的な経

済的支援を継続・充実する。 

（例）妊産婦一般健康診査事業など 

③仕事と生活の調

和による子育て環

境づくり 

 

○ワーク・ライフ・バランスに向けた多様

な取り組み 

仕事と生活の調和が可能な働き方を推

進するため、事業所などへの周知促進、市

民への啓発などにより、子育てにやさしい

職場環境づくりや育児休業取得の促進に

向けた取り組みを推進する。 

（例）ワーク・ライフ・バランス啓発事業

など 

④妊娠・出産の環

境づくり 

 

○地域医療機関への支援 

一次保健医療圏である市内医療機関で

の産科・小児科医師の確保に努める。 

（例）地域医療整備事業など 

 

市内の産科医療機関で出産する人の割

合 

70.0％ 

 

戦略②

妊娠・出産
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○救急医療の充実 

地元医療機関の協力のもと、二次救急医

療や初期救急医療の充実に努める。 

（例）救急医療対策事業など 

○3 世代同居の推進 チャレンジ 

 若者の出産に対する希望をかなえるた

め、3世代同居や同地域内居住などを推進

する。 

（例）3世代同居・同地域内居住の支援な

ど 
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分類 具体的な施策・事業 
ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

①幼児教育・保育

サービスの充実と

質の向上 

○多様な幼児教育・保育サービスの提供 

保護者ニーズに対応するため、延長保育

や一時預かり、病児・病後児保育など、質

の高い幼児教育・保育サービスを提供す

る。また、人口減少地域などにおいては、

地域の実情に応じた機能体制を整える。 

（例）病児・病後児保育事業など 

保育所等利用待機児童数 

0 人 

②地域で支える環

境づくり 

 

○計画的な施設整備 

良好な保育環境を確保するため、民営化

を含め、効果的で計画的な整備を実施す

る。 

（例）保育施設等整備事業など 

○放課後児童対策の充実 

児童の放課後における安全確保や健全

育成を図るため、放課後児童クラブや放課

後子ども教室など、地域の実情に応じた放

課後児童対策の質の向上を図る。 

（例）放課後児童対策事業など 

○地域と親子のつながりによる支援の充

実 

地域と親子が一体となって子育て力を

高めていくことができるよう、地域子育て

支援センターや親子ふれあいひろば、相互

援助事業であるファミリー･サポート・セ

ンターなどの充実を図る。 

（例）子育て支援センター事業など 

 

 

 

 

放課後児童対策未実施小学校数 

0 校 

 

戦略③

子ども・子育て



- 37 - 

③経済負担軽減に

向けた取り組みの

充実（再掲） 

 

○切れ目ない、総合的な経済負担の軽減

（再掲） 

妊娠・出産や子育てに対する不安や負担

を軽減するため、切れ目ない、総合的な経

済的支援を継続・充実する。 

（例）こども医療費助成事業 

通学費・給食費助成など 

○ひとり親家庭等の自立に向けた経済負

担の軽減 

ひとり親家庭や低所得世帯などが自立

して、子どもの健やかな成長が図られるよ

う、きめ細かな経済的支援を継続・充実す

る。 

（例）すくすく赤ちゃん券支給事業など 

すくすく赤ちゃん券利用率 

100％ 

④仕事と生活の調

和による子育て環

境づくり（再掲） 

 

○ワーク・ライフ・バランスに向けた多様

な取り組み（再掲） 

仕事と生活の調和が可能な働き方を推

進するため、事業所などへの周知促進、市

民への啓発などにより、子育てにやさしい

職場環境づくりや育児休業取得の促進に

向けた取り組みを推進する。 

○ひとり親家庭等への就労支援（再掲） 

ひとり親家庭の自立や出産退職をした

母親の就労に向けた支援を充実する。 

【2019 年度までのＫＰＩ】 

男女共同参画推進事業者表彰数 

10 件(累計) 

 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

男女共同参画推進事業者表彰数 

30 件(累計) （再掲） 

 

【2019 年度修正理由】 

目標値達成によるＫＰＩ上方修正 

⑤地域医療の充実 ○地域医療機関への支援（再掲） 

一次保健医療圏である市内医療機関で

の産科・小児科医師の確保に努める。 

○救急医療の充実（再掲） 

地元医療機関の協力のもと、二次救急医

療や初期救急医療の充実に努める。 

市内の産科医療機関で出産する人の割

合 

70.0％ 

⑥感染症予防事業

の推進 

 

○予防接種、結核健診の充実 

各種予防接種の実施環境を整え、感染症

予防・まん延防止を図るため、接種率の向

上に努める。 

（例）各種予防接種事業など 

 

麻しん風しん予防接種率 

100％ 
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戦略①地域の拠点づくり

戦略②地域間ネットワークづくり

戦略③シティプロモーション

基本目標④  

地域特性に応じた持続可能な「まち」をつくる 

数値目標 

（2022 年） 

○愛着度（市民意識アンケート調査） 85％を目指す 

【基本的方向】～広い地域を魅力的に～ 

 「しごと」と「ひと」を支える基盤をつくるためには、地域特性に応じた持

続可能な「まち」の活性化を図る必要がある。日光市は、恵まれた環境があ

り、全国的にも広い面積を有している。この特性を活かして、他の地域にはな

い持続可能な暮らしやすいまちをつくっていく必要がある。そのためには、地

域の拠点づくりや地域間のネットワークづくりを進めることにより、まちの基

盤である地域コミュニティを活性化していくことが必要である。また、日光市

に愛着を持ち、ふるさとを誇りに思えるようシティプロモーションを進めてい

くことが必要である。 

○人口数 81,000 人を目指す 

基本目標の戦略 3 本の柱 
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分類 具体的な施策・事業 
ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

①コミュニティづ

くり 

 

○地域コミュニティの活性化 

地域が抱える課題の解決や災害時等にお

ける住民相互の協力体制を確保するため、

様々な世代や環境に応じた地域活動を通じ、

コミュニティの必要性についての意識啓発

をはかり、自治会会員の加入促進を図る。 

（例）自治会会員の加入促進など 

○自治会活動への支援 

地域住民の交流促進、地域福祉の向上、生

活環境の整備などに向けた情報を提供し、自

治会が行う様々な活動を支援する。また、自

治会活動を維持していくための適正な規模

などについて検討を行う。 

（例）自治会活動支援事業など 

○コミュニティ活動に関する情報の発信 

地域活動への理解や参加を促進するため、

地域づくりに関する先進事例や活動などに

ついての情報を提供する。 

○コミュニティの連携促進 

自治会、ＮＰＯ、ボランティア団体、企業

等との交流や連携を深めるため、コミュニテ

ィ活動の推進を図る。 

（例）コミュニティの連携促進など 

自治会加入率 

80％ 

②山間地域等の地

域づくり 

 

○過疎対策の推進 

過疎地域自立促進計画に掲げた施策の着

実な推進を図る。 

（例）過疎地域自立促進計画など 

○地域おこし協力隊による地域支援 

地域おこし協力隊を活用し、コミュニティ

機能の維持と地域活性化を図る。 

地域おこし協力隊員の定住率 

50％ 

戦略①

地域の拠点づくり
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（例）地域おこし協力隊活用事業など 

○高齢化集落対策の推進 

高齢化集落対策実施計画に揚げた施策の

着実な推進を図る。また、高齢化集落の抱え

る課題を把握するとともに、地域の住民が自

ら行う地域づくりを支援する。 

（例）高齢化集落対策の推進など 

③地域の拠点づく

り 

 

○立地適正化計画の策定 

居住や生活を支える福祉・医療・商業等の

都市機能の適正な立地誘導と公共交通の充

実等によりコンパクトな都市づくりを推進

するため、立地適正化計画を策定する。 

（例）立地適正化計画策定事業 

○地域の拠点づくり チャレンジ 

 日光市の特性である広さを活用して、持続

可能なまちを目指すために、中山間地域等に

おける住民の生活に必要な生活サービス機

能などの地域の拠点づくりに向けて、検討を

行う。 

（例）「小さな拠点」など 

※「小さな拠点」…中山間地域等において、

生活・福祉サービスを一定のエリア内に集

め、周辺集落と交通ネットワーク等で結び、

多世代交流・多機能型の地域づくりを形成す

ること。 

○まちの中核拠点誘致 チャレンジ 

 日光市の特性を活かし、市民をはじめ、多

くのひとが集まり、しごとが創出されるよう

な大規模な施設など地域の中核を担う拠点

の誘致やその可能性についての調査・研究を

民間企業等と連携しながら促進する。 

 

 

 

 

 

 

 

居住意欲度ランキング 

（民間調査） 

150 位以内 
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④安全で安心なま

ちづくり 

 

○防災行政情報システムの整備 

日光市の地域要件や防災体制に適した防

災行政情報を提供するシステムを整備する

ことにより、安全で安心なまちをつくる。 

（例）防災行政情報システム整備など 

○避難体制の確立 

避難場所や避難行動を周知し、自主防災組

織と連携した避難体制を整えるとともに、災

害時における避難者の良好な生活環境の確

保に努める。 

（例）避難訓練など 

○避難行動要支援者支援対策の推進 

全市域に、高齢者や障がいのある人などの

避難行動要支援者の支援体制の構築を進め

る。 

（例）避難行動要支援者支援など 

○環境の改善 

犯罪などの発生するおそれのある環境を

改善するため、防犯灯の設置に努める。また、

老朽空き家に対する迅速な対応に努め、適正

管理の促進を図る。 

（例）防犯灯や防犯カメラ設置費補助など 

【2019 年度までのＫＰＩ】 

自主防災組織設置率 

100％ 

 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

各地域地区の連合会の自主防災組織 

8 団体(累計)  

 

【2019 年度修正理由】 

目標値達成による指標修正 

 

⑤福祉と健康づく

りによる住みやす

いまちづくり 

 

○自立に向けた支援 

ひとり暮し高齢者などに各種の福祉サー

ビスを提供するなど、住み慣れた地域で生活

を送ることができるよう、日常生活支援を行

う。 

（例）日常生活支援など 

○高齢者への移動・買い物支援 

移動が困難な高齢者に対し、通院の送迎や

買い物代行などの福祉サービスを提供し、支

援を行う。 

（例）移動支援推進事業など 

○見守りネットワークの構築 

高齢者独居世帯や高齢者のみの世帯、さら

には日中において独居や高齢者のみになっ

てしまう世帯に対して、地域、行政、関係機

関の連携による見守りネットワークを構築

【2019 年度までのＫＰＩ】 

健康寿命 

男性 77.90 歳 

女性 82.88 歳 

 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

健康寿命 

男性 78.97 歳 

女性 83.92 歳 

  

【2019 年度修正理由】 

目標値達成によるＫＰＩ上方修正 
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する。 

（例）見守りネットワーク構築事業など 

○へき地診療所の充実 

へき地診療所の充実に努めるとともに、県

のへき地保健医療計画に基づき、へき地の医

療提供体制の構築に努める 

（例）へき地診療所運営事業など 

○生活習慣病の発病予防と重症化予防の推

進 

 各種保健事業の充実・強化と、保健師によ

るきめ細やかな保健指導により、医療機関と

の連携を図り、生活習慣病の発病予防と重症

化予防に努め、健康寿命の延伸と医療費の適

正化を図る。 

（例）健康にっこう 21 計画推進事業など 

○地域医療の環境づくり チャレンジ 

 地域医療の充実と年間 1,100 万人の交流

者が訪れる日光市の特性を活かし、医療と観

光をつなげるニューツーリズムの拠点づく

りや安心して訪れる地域の医療環境づくり

を検討していく。 

（例）大規模医療機関の活用など 
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分類 具体的な施策・事業 
ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

①地域間の連携 

 

○定住自立圏構想 チャレンジ 

 日光市の特性を活かしながら、定住を促し

自立を確立するため、定住自立圏を活用し、

広大な地域のまちづくりを進める。 

（例）定住自立圏計画策定など 

○都市間連携によるまちづくり 

 チャレンジ 

 広域的な都市間連携を目的とした既存組織

等を有効に活用し、人口減少を共通の課題と

して捉え、都市間が連携しながら各種施策の

展開を目指す。 

（例）県央サミットなど 

【2019 年度までのＫＰＩ】 

定住自立圏計画の策定 

 

【2021 年度までのＫＰＩ】 

県央サミット構成市町連携事業の実

施 

1 件 

 

【2019 年度修正理由】 

目標値達成による指標修正  

 

 

②ネットワーク基

盤づくり 

 

○市営バスの効率的かつ効果的な運行の推進 

交通手段としての利便性を向上させるた

め、路線再編を行うとともに、デマンド型交

通を推進し、より効率的かつ効果的な運行に

努める。 

（例）交通弱者に配慮したバス輸送の促進な

ど 

○地域における生活交通への支援 

公共交通の利用が不便な地域について、地

域住民の交通手段を確保するため、地域が主

体となって運営する地域内交通の支援に努め

る。 

（例）地域との協働による生活交通の確保な

ど 

○ＪＲ及び東武鉄道との連携 

バスや鉄道利用者の利便性の向上を図るた

め、関係機関との連携を強化し、効果的な運

営に努める。 

公共交通満足度 

(市民意識アンケート調査) 

30％ 

戦略②

地域間ネットワークづくり
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○地方鉄道路線の維持 

野岩鉄道及びわたらせ渓谷鐵道の経営支援

を引き続き行うとともに、鉄道事業者や沿線

自治体と連携して、さらなる利用促進と地域

住民や観光客の移動手段の確保を図る。 

（例）野岩鉄道・わたらせ渓谷鐡道支援事業

など 

○鉄道利用者の移動の円滑化 

高齢者や障がい者などの利便性を向上する

ため、鉄道事業者等と協議を行い、バリアフ

リー化の促進に努めるほか、鉄道ダイヤとバ

スの運行を調整するなど、公共交通のネット

ワーク化を促進し、移動の円滑化を図る。 

○航路等を活用した誘客促進 

 民間企業、関係団体等と連携しながら、観

光の入口となる航路や空港を活用し、観光交

通のネットワーク等を整備し、誘客の促進を

図る。 
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分類 具体的な施策・事業 
ＫＰＩ 

（重要業績評価指標） 

①推進体制づくり 

 

○オール日光の体制づくり 

市民、事業者、関係団体及び行政が連携し

て、シティプロモーションを総合的に推進す

るための体制を構築する。 

（例）市民・団体・企業・大学等との連携、 

市民一人ひとりの意識の向上など 

市民の愛着度 

（市民意識アンケート調査） 

85％ 

②戦略的情報発信

の推進 

 

○日光暮らしの情報発信 

 日光で暮らすための情報や日光暮らしを

行っている方の情報を発信し、日光暮らしの

ＰＲに努める。 

（例）ウェブ・ＳＮＳを活用した情報発信な

ど 

○効果的・魅力的な情報発信 

 一人でも多くの方に日光市を知ってもら

い、関心を持ってもらうために、効果的で魅

力的な情報の発信に努める。 

（例）シティプロモーション実行計画に基づ

く事業など 

日光暮らしのウェブアクセス数 

年間 10,000 件 

③都市の魅力発信

の推進 

 

○新たな都市イメージの構築 

日光ブランド戦略プランに基づき、日光ブ

ランドの認定を受けた地域資源や特色ある

施策を実施することで、引き上げられた都市

イメージを発信することにより、定住につな

がるプロモーション活動を展開する。 

（例）首都圏に向けたプロモーション事業な

ど 

地域ブランド調査魅力度ランキング 

10 位以内 

 

 

 

戦略③

シティプロモーション
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     総合計画 

     重点施策（～SUKIDESU 日光～） 

     
Ｓ Ｕ Ｋ Ｉ De Su 

 基本目標 戦略 分類 事業 

総

合

戦

略 

①しごと 

①地域産
業 強 化
に よ る
し ご と
づくり 

①地域産業

の 新 た な

展開 

○地域産業の強化推進 

○ベンチャー企業創業支援 

○創業支援の充実 

○市内産業及び商品のブラ

ンド力の向上 

   ○   

②地域産業

の 経 営 基

盤強化 

○制度融資の充実 

○ベンチャー企業の強化 

○経営基盤の強化 

   ○   

③地場産業・

伝 統 工 芸

等の育成 

○地場産業・伝統工芸等の育

成 

○伝統工芸のブランド化の

推進 

○大学等と連携した産業の

創出 

   ○   

②観光を
活 用 し
た 産 業
連 携 に
よ る し
ご と づ
くり 

①地域の特
性 を 活 か
し た 企 業
誘致 

○企業誘致・定着活動の推進 

○観光と連携した企業誘致 

   ○   

②観光を活
用 し た 産
業 間 連 携
に よ る し
ご と づ く
り 

○ニューツーリズムの推進 

○スポーツツーリズムの推

進 

○多面的な誘客活動 

○産業連携基盤の充実 

○他産業との融合・連携の強

化推進 

○食と農を結ぶ環境づくり 

   ○   

③自然環境

を 活 用 し

た し ご と

づくり 

○再生可能エネルギーの 

普及促進 

 

   ○   

③人材の
育成・確
保 に よ
るしご 

①しごと環

境の整備 

○既成市街地の活性化 

○中心市街地の活性化 

○ＩＣＴ環境の整備 

   ○   

    

 

 

 

 

 

 

 

～ＳＵＫＩＤＥＳＵ（好きです）日光～ 

Ｓ  育てる日光   Ｕ  産む日光 

Ｋ  来る日光    Ｉ  生きがいを持てる日光 

Ｄｅ 出会う日光   Ｓｕ 住む日光 
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     総合計画 

     重点施策（～SUKIDESU 日光～） 

     
Ｓ Ｕ Ｋ Ｉ De Su 

 基本目標 戦略 分類 事業 

   と環境
づくり 

②しごとが

増 え る 人

材の育成 

○起業・経営基盤強化に向け

た人材育成 

○大学等との連携による人

材育成 

○認定農業者・新規就農者及

び集落営農組織の育成 

○土地利用型農業の担い手

の育成 

○林業担い手育成の強化 

   ○   

③しごとを

増 や す 人

材の確保 

○人材の掘り起し 

○創業支援の情報発信 

   ○   

④若者のしご

とづくり 

○地域の若者就職情報発信 

○地域の若者起業の支援 

   ○   

⑤勤労者福

祉の充実 

○労働環境の改善とﾜｰｸ･ﾗｲ

ﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽの促進 

○ひとり親家庭の雇用促進 

   ○   

⑥女性や高

齢 者 な ど

の活躍 

○女性が輝く社会の促進 

○高齢者就労の支援 

○ひとり親家庭等への就労

支援 

○障がい者就労支援 

   ○   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②ひと 

①観光（交

流）から

定住へ 

①移住・定住

に 向 け た

魅 力 あ る

観 光 地 づ

く り の 推

進 

○観光都市競争力の向上 

○ニューツーリズムの推進

（再掲） 

○受入態勢の強化 

○産業連携基盤の充実（再

掲） 

  ○   ○ 

②移住・定住

に つ な が

る 観 光 客

誘 客 活 動

の推進 

○現地事務所機能の活用 

○観光イベント等の支援 

○多面的な誘客活動（再掲） 

○広告媒体の多様化に対応

した情報発信と PR 活動 

  ○   ○ 

   

 

  

 

 

 

～ＳＵＫＩＤＥＳＵ（好きです）日光～ 

Ｓ  育てる日光   Ｕ  産む日光 

Ｋ  来る日光    Ｉ  生きがいを持てる日光 

Ｄｅ 出会う日光   Ｓｕ 住む日光 
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     総合計画 

     重点施策（～SUKIDESU 日光～） 

     
Ｓ Ｕ Ｋ Ｉ De Su 

 基本目標 戦略 分類 事業 

   ③外国人観

光 客 の 誘

客の推進 

○インバウンドの推進 

 

  ○   ○ 

②美しい
まち「日
光」での
くらし 

①移住・定住

の 拠 点 と

支援 

○市内への定住促進 

○移住・定住相談のワンスト

ップ化 

○プレ移住等の推進 

○子育てしやすいまちの PR 

○移住・定住の情報発信 

○移住・定住者への支援 

○市営住宅の整備 

  ○   ○ 

②大規模な

ひ と の 流

れ を つ く

る 

○大学等の誘致 

○研究機関等の誘致 

○大学等と連携した若者定

着 

○地域の特性に応じた本社

等の機能の移転 

  ○   ○ 

③暮らしや

す い 環 境

づくり 

○暮らしやすい環境づくり 

○市民を見守る体制・仕組み

づくり 

○社会活動の推進 

○集いの場の提供 

  ○   ○ 

③ひとが
集 ま る
環 境 づ
くり 

①地元を愛

す る 若 者

をつくる 

○青少年人材の育成 

○若者等の転出の抑制 

○若者のＵターン支援 

  ○   ○ 

②ひとが集

ま る 環 境

をつくる 

○大学等の誘致（再掲） 

○地域の特性を活かす学校

の誘致 

  ○   ○ 

③外国人が

暮 ら し や

す い ま ち

づくり 

○海外都市との交流の推進 

○外国人観光客の受け入れ

態勢の整備 

○外国人の暮らしへの支援 

  ○   ○ 

③結婚・ 

 出産・ 

 子育て 

①出会い
か ら 結
婚 

①きっかけ

づくり 

○出会いイベント拡充 

○出会いイベントの開催 

○出会い情報の発信 

    ○  

     

 

 

～ＳＵＫＩＤＥＳＵ（好きです）日光～ 

Ｓ  育てる日光   Ｕ  産む日光 

Ｋ  来る日光    Ｉ  生きがいを持てる日光 

Ｄｅ 出会う日光   Ｓｕ 住む日光 
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     総合計画 

     重点施策（～SUKIDESU 日光～） 

     
Ｓ Ｕ Ｋ Ｉ De Su 

 基本目標 戦略 分類 事業 

 

 

 ②交流人口

を 活 用 し

た 出 会 い

づくり 

○交流人口を活かした出会

いづくり 

○縁結びの聖地としてのＰ

Ｒ 

    ○  

③結婚支援 ○結婚式支援 

○結婚等支援 

    ○  

②妊娠・ 

 出産 

①子どもと

親 が 元 気

に 過 ご す

健 康 づ く

りの推進 

○妊娠・出産期の健康支援 

○心身の健康づくり 

 ○     

 ②経済負担

軽 減 に 向

け た 取 り

組 み の 充

実 

○切れ目ない、総合的な経済

負担の軽減 

 

 ○     

③仕事と生

活 の 調 和

に よ る 子

育 て 環 境

づくり 

○ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽに向けた多

様な取り組み 

 

 ○     

④妊娠・出産
の 環 境 づ
くり 

○地域医療機関への支援 

○救急医療の充実 

○3世代同居の推進 

 ○     

③子ども・ 

 子育て 

①幼児教育・

保 育 サ ー

ビ ス の 充

実 と 質 の

向上 

○多様な幼児教育・保育サー

ビスの提供 

○      

②地域で支
え る 環 境
づくり 

○計画的な施設整備 

○放課後児童対策の充実 

○地域と親子のつながりに

よる支援の充実 

○      

③経済負担

軽 減 に 向

け た 取 り

組 み の 充

実（再掲） 

○切れ目ない、総合的な経済

負担の軽減（再掲） 

○ひとり親家庭等の自立に

向けた経済負担の軽減 

○      

     

 

 

 

～ＳＵＫＩＤＥＳＵ（好きです）日光～ 

Ｓ  育てる日光   Ｕ  産む日光 

Ｋ  来る日光    Ｉ  生きがいを持てる日光 

Ｄｅ 出会う日光   Ｓｕ 住む日光 
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     総合計画 

     重点施策（～SUKIDESU 日光～） 

     
Ｓ Ｕ Ｋ Ｉ De Su 

 基本目標 戦略 分類 事業 

   ④仕事と生

活 の 調 和

に よ る 子

育 て 環 境

づくり（再

掲） 

○ﾜｰｸ･ﾗｲﾌ･ﾊﾞﾗﾝｽに向けた多

様な取り組み 

○ひとり親家庭等への就労

支援 

○      

⑤地域医療

の充実 

○地域医療機関への支援（再

掲） 

○救急医療の充実（再掲） 

○      

⑥感染症予

防 事 業 の

推進 

○予防接種、結核健診の充実 

 

○      

 

④まち 

①地域の

拠 点 づ

くり 

①コミュニ

テ ィ づ く

り 

○地域コミュニティの活性

化 

○自治会活動への支援 

○コミュニティ活動に関す

る情報の発信 

○コミュニティの連携促進 

   ○ ○ ○ 

②山間地域

等 の 地 域

づくり 

○過疎対策の推進 

○地域おこし協力隊による

地域支援 

○高齢化集落対策の推進 

   ○ ○ ○ 

③地域の拠

点づくり 

○立地適正化計画の策定 

○地域の拠点づくり 

○まちの中核拠点誘致 

     ○ 

④安全で安

心 な ま ち

づくり 

○防災行政情報システムの

整備 

○避難体制の確立 

○避難行動要支援者支援対

策の推進 

○環境の改善 

     ○ 

 ⑤福祉と健

康 づ く り

に よ る 住

み や す い

ま ち づ く

り 

○自立に向けた支援 

○高齢者への移動・買い物支

援 

○見守りネットワークの構

築 

     ○ 

     

 

 

～ＳＵＫＩＤＥＳＵ（好きです）日光～ 

Ｓ  育てる日光   Ｕ  産む日光 

Ｋ  来る日光    Ｉ  生きがいを持てる日光 

Ｄｅ 出会う日光   Ｓｕ 住む日光 
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     総合計画 

     重点施策（～SUKIDESU 日光～） 

     
Ｓ Ｕ Ｋ Ｉ De Su 

 基本目標 戦略 分類 事業 

    ○へき地診療所の充実 

○生活習慣病の発病予防と

重症化予防の推進 

○地域医療の環境づくり 

      

②地域間

ネ ッ ト

ワ ー ク

づくり 

①地域間の

連携 

○定住自立圏構想 

○都市間連携によるまちづ

くり 

  ○   ○ 

②ネットワ

ー ク 基 盤

づくり 

○市営バスの効率的かつ効

果的な運行の推進 

○地域における生活交通へ

の支援 

○ＪＲ及び東武鉄道との連

携 

○地方鉄道路線の維持 

○鉄道利用者の移動の円滑

化 

○航路等を活用した誘客促

進 

  ○   ○ 

 ③シティ

プ ロ モ

ー シ ョ

ン 

①推進体制

づくり 

○オール日光の体制づくり   ○   ○ 

②戦略的情

報 発 信 の

推進 

○日光暮らしの情報発信 

○効果的・魅力的な情報発信 

  ○   ○ 

③都市の魅

力 発 信 の

推進 

○新たな都市イメージの構

築 

  ○   ○ 

 

 

～ＳＵＫＩＤＥＳＵ（好きです）日光～ 

Ｓ  育てる日光   Ｕ  産む日光 

Ｋ  来る日光    Ｉ  生きがいを持てる日光 

Ｄｅ 出会う日光   Ｓｕ 住む日光 
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豊かな自然や世界に誇る文化遺産など、優れた地域資源を有するこの日光市を次

の世代、また次の世代に引き継いでいくためには、市民と行政が認識を共有し、一丸

となって人口減少克服、地方創生に全力で取り組んでいかなければならない。それが

私たちに課せられた責務である。 

 

この総合戦略は、その第一歩を踏み出すための重要なものとなり、その実効性を確

保しなければならない。そのため、ＰＤＣＡサイクル、検証体制を確立し、進捗の検証・

改善を行い、必要に応じ見直しを行っていくものとする。 

 

 

 おわりに 


